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１．自動運転の実現に向けたこれまでの検討状況と検討体制
自動運転・MaaSに係る関係府省庁の役割



検討体制と検討内容これまでの検討

5

年度 自動運転に関する主な動向

2014 官民ITS構想・ロードマップ策定

↓

2021

（官民ITS構想・ロードマップを毎年度更新）
・2017年：道路交通法、道路運送車両法に係る制度整備

→ 遠隔型自動運転の公道実証が可能に
・2017年：国主導の各種地域プロジェクトが開始

（内閣府、経済産業省、国土交通省）
・2018年：自動運転に係る制度整備大綱
・2019年：道路運送車両法及び道路交通法改正

→ 高速道路での自動運転（レベル3）が制度上可能に
・2022年：道路交通法改正

→ 自動運転レベル4に向けた制度整備 等

2022
デジタル交通社会のありかたに関する研究会

→ 「デジタルを活用した交通社会の未来2022」策定

2023
「モビリティ・ロードマップ」のありかたに関する研究会

モビリティワーキンググループ（モビリティWG）

2024
2025

・

・2024年6月「モビリティ・ロードマップ2024」
・2025年6月「モビリティ・ロードマップ2025」
・2026年6月「モビリティ・ロードマップ2026」（予定）

デジタル社会推進会議
モビリティWG

サブワーキンググループ
（SWG）※

※AI時代における自動運転車の社会的ルールの在り方検討SWG

• 自動運転、ドローン、サービスロボット
等に対する地域の移動需要の可視化、社
会的効果の見える化

• 初期投資への支援等自立化環境整備
• 走行環境、社会的ルール等事業環境整備

• 自動運転車を巡る交通事故等に関する社
会的なルールの在り方 等

１．自動運転の実現に向けたこれまでの検討状況と検討体制
デジタル庁におけるこれまでの検討状況と検討体制
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主査 森 昌文 内閣総理大臣補佐官
（国土強靭化及び復興等の社会資本整備並びに科学技術イノベーション政策その他特命事項担当）

構成員（有識者） 石田 東生 筑波大学名誉教授・学長特別補佐
岡本 浩 東京電力パワーグリッド株式会社 代表取締役副社長
川端 由美 自動車ジャーナリスト・環境ジャーナリスト
甲田 恵子 株式会社AsMama 代表取締役社長
越塚 登 東京大学大学院情報学環教授
齊藤 裕 独立行政法人情報処理推進機構理事長 兼 デジタルアーキテクチャ・デザインセンター長
鈴木 真二 一般社団法人総合研究奨励会 日本無人機運行管理コンソーシアム代表
須田 義大 東京大学生産技術研究所教授 モビリティ・イノベーション連携研究機構長
波多野 邦道 一般社団法人日本自動車工業会安全技術・政策委員会 自動運転タスクフォース主査
日高 洋祐 株式会社MaaS Tech Japan 代表取締役CEO
村松 洋佑 一般社団法人ロボットフレンドリー施設推進機構理事
山本 圭司 特定非営利活動法人ITS Japan 会長
若菜 千穂 特定非営利活動法人いわて地域づくり支援センター常務理事

構成員（関係省庁） 内閣府 科学技術・イノベーション推進事務局 統括官
警察庁 交通局長 
デジタル庁 統括官（国民向けサービスグループ担当）
総務省 総合通信基盤局長
経済産業省 製造産業局長

商務情報政策局長
国土交通省 公共交通政策審議官

道路局長
  物流・自動車局長

運営体制

１．自動運転の実現に向けたこれまでの検討状況と検討体制
(参考)モビリティＷＧについて
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官民ITS構想･ﾛｰﾄﾞﾏｯﾌﾟ ﾓﾋﾞﾘﾃｨ･ﾛｰﾄﾞﾏｯﾌﾟ2024

・自動運転の事業化の検討
        課題の相互関係の整理
        必要なアジェンダの整理
・事故発生時のルールの検討
        事故発生時の法的責任
        事故情報の共有化、専門調査機関 など

・自動運転システムの高度化
・効率的な物流サービスの実現
・無人自動運転移動サービスの実現

国
内
の
動
き

海
外
の
動
き

・事業化の対策の進捗管理
    社会的ルール

リース・レンタル方式
     路車協調技術等の開発 など

・ビジネスモデルの検討
需給横断的な交通商社機能
配車管理・運行調整  など

技術の発展 社会実装のための環境整備 事業の展開

ﾓﾋﾞﾘﾃｨ･ﾛｰﾄﾞﾏｯﾌﾟ2025

2017  各種制度の整備
→ 遠隔型自動運転が可能に

2019  各種法改正
→ 自動運転（レベル3）が

可能に
2021  世界初のレベル3の車両を

市場投入（HONDA）
e-Palette（レベル2）が人身
事故（TOYOTA）

2022  道路交通法改正 等
→ レベル4の制度整備 等

2023  福井県永平寺で国内初のレベ
   ル4自動運転を開始

（自動運転の見込）
・全都道府県での自動運転通年

運行を実施または計画策定
・ロボタクの実装を見据えた制

度の構築、ビジネスモデルに
対応した規制緩和 等

2022  サンフランシスコでロボタク
開始（GM Cruise）

2022 武漢でロボタク開始（百度）
2022  レベル3を市場投入

 （メルセデス）
2022  広州でロボタク開始

（WeRide）
2023 サンフランシスコでロボタク

開始（Waymo）
2023  広州でロボタク開始

（Pony.AI）

2024  ロボタク事業の断念（GM
Cruise）

2024  香港でのロボタク実証の認可
  取得（百度）

2024  深圳､上海にロボタクを開始
（Pony.AI）

2024 UAEでロボタクを開始
          （WeRide）
2024  レベル3を市場投入（BMW）

2025  事業地域の拡大(Waymo)
2025  北京で個人所有自動運転レベ

  ル3走行が可能に
2025  スイスでロボタクを開始

（WeRide）
2025  CA/TX州へロボタク導入計

画（Tesla）

ﾓﾋﾞﾘﾃｨ･ﾛｰﾄﾞﾏｯﾌﾟXXXX

（自動運転の動き）
・全国20箇所以上で通年運行

（約100箇所で実証）
・国内初（バスタイプ）のレベル4自

動運転を開始（BOLDLY）
・国内技術でのドライバレスを目指し

たロボタクの実証を開始（日産）
（参考：日本版ライドシェア・公共ライド

シェアの動き）
・日本版ライドシェア開始

（2024.4～）
・全国約1,100の自治体でライドシェア
（日本版､公共）を展開（検討中を含
む）

～2021 2024～ 2025～

※ サービスの開始時期については、精査中

2027～

2026-27  Cybercab生産開始
（Tesla）

（自動運転の見込）

日産 2027～ ロボタク開始

Waymo 2027～ 日本でのロボタ
ク事業参入の動き

BOLDLY 事業の拡大

TIER IV 2027～ 都内全域でロボ
タク事業の推進

8

２．モビリティ･ロードマップ2025の概要



○ 需給一体となったモビリティサービスの再設計
・移動需要の把握・創出と街づくり施策・モビリティサービスの連動

・デジタル基盤の共同利用等による合理的な投資環境の整備
○自動運転技術の実装(事業化)に向けた環境整備

・事業の構成要素・特性に応じた打ち手・在り方の検討
・共同利用すべきデジタル基盤の導入

○自動運転技術の段階的導入
・自動運転技術の実証的導入から地域の特性に応じた事業化へ

モビリティ･ロードマップ2025の考え方

モビリティサービスを巡る現状と課題
○ 公共交通サービスに対する潜在移動需要の存在を踏まえたモビリティサービスの効率化
○ 移動の自由を巡る都市・地方格差の進展と差が広がりつつある米中の自動運転技術との格差解消
○ 広がる実証事業に対し足踏みする事業化

○ 地域の住民に移動の自由を確保する「交通商社機能」の確立
・潜在需要の調査・縦割りを越えた政策立案体制の整備
・需給一体となったサービス設計機能の確立支援
・共同利用すべきデジタル基盤の整備・導入

（「交通商社機能」の考え方）

○ ターゲットに合わせた各府省庁政策の集中的投入
・先行的事業化地域の選定（１０か所程度）

○ 自動運転技術の実装に向けた支援策の整備
・初期導入費用の低減
・合理的な分業体制の確立と協調領域の設定
・路車協調技術など必要な技術の開発と普及
・事故等に対応する体制の整備
・社会的受容性の向上

新たなモビリティサービスの普及に向けた重点施策

・地域の実情に応じた運行レベル
・移動需要等を踏まえた戦略的な

事業展開

・共同整備・活用の主体
・コスト等の妥当性 等

9

２．モビリティ･ロードマップ2025の概要



（参考）モビリティ･ロードマップ2025 工程表（１／２）
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（参考）モビリティ･ロードマップ2025 工程表（２／２）
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３．先行的事業化地域：ターゲットに合わせた各府省庁政策の集中的投入
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「先行的事業化地域」パターン（案）



永平寺町 上士幌町 塩尻市 日立市

大田区 松山市

多気町

千葉市 十和田市 帯広市 養父市 網走市 岡崎市 千歳市 岐阜県

江東区 上小阿仁村 当別町 美郷町 仙台市 小牧市 下野市 明和町

港区 静岡市 苫小牧市 周南市 大館市 桑名市 渋川市 高知県

横浜市 春日井市 利尻富士町 高松市 長井市 京田辺市 柏市

浜松市 東近江市 釜石市 三豊市 磐梯町 宇陀市 平塚市

安城市 河内長野市 田村市 伊予市 前橋市 三郷町 常滑市

四條畷市 境町 嬉野市 深谷市 明日香村 長久手市

佐伯市 常陸太田市 宇城市 和光市 和歌山市 名古屋市

沖縄県 松戸市 西都市 横芝光町 鳥取市 大阪市

弥彦村 南さつま市 新宿区 備前市 三田市

越前市 石垣市 川崎市 福山市 東広島市

岐阜市 南城市 佐渡市 那賀町 北九州市

中津川市 富山市 土庄町

豊橋市 小松市 宗像市

伊勢市 甲斐市 佐賀市

滋賀県 富士吉田市 熊本市

宮津市 日進市 豊見城市

木津川市 沼津市

1(1) 3(2) 2(1) 1(1)

6(0) 9(5) 30(5) 35(4) 12(1)

車両
（写真はイメージ）

自動運転
Level

Level 4

Level 2

7(5)

3(0)95(15)

グリーンスローモビリティ乗用車 小型シャトル 小型バス 大・中型バス その他

※数字は実施箇所数、赤字は通年運行実施箇所。公開されている2024年度補助事業の情報を基にデジタル庁にて作成。全ての事業を網羅しているものではない。
   

14

自動運転（旅客）の実証実験に取り組んでいる地域一覧（2024年度）

３．先行的事業化地域：ターゲットに合わせた各府省庁政策の集中的投入



15

１．自動運転の実現に向けたこれまでの検討状況と検討体制

２．モビリティ･ロードマップ2025の概要

３．先行的事業化地域：ターゲットに合わせた各府省庁政策の集中的投入

４．地域の住民に移動の自由を確保する「交通商社機能」の確立

５．自動運転技術の実装に向けた支援策の整備

講演内容



需
要
の
把
握

「交通商社機能」

日本版ライドシェア・
公共ライドシェア

タクシー

バス

コミュニティバス

スクールバス

貨客混載

共同配送

自家用車・公用車

人材育成 事例共有

モビリティハブ路車協調

放課後教育

病院通院

健康教室

娯楽(温浴等)・観光

買物･銀行

小口配送

通勤通学

自
動
運
転
の
社
会
実
装

共助自助 公助

需要サイド供給サイド

配
車
手
配
・

運
行
調
整

デ
ー
タ
の
共
有

需給マッチング

需
要
創
出

･･･

宅配・郵便

街づくりとの連携
【教育・医療・介護など】

サービス効率化

街づくり
施策

交通
施策

健康・未病 教育

子育て医療・介護

･･･

共通基盤

Well-Being評価利用状況の計測

スローモビリティ

協調制御

･･･

･･･

４．地域の住民に移動の自由を確保する「交通商社機能」の確立

16

新たなモビリティサービスを支える「交通商社機能」について
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年代

30-40歳代

50-60歳代

70-80歳代

70-80歳代

70-80歳代

家族構成

夫婦＋子供

2世帯

2世帯

夫婦のみ

単身

アンケート
回答数(配布数)

94人(333人)

124人(307人)

96人(258人)

126人(284人)

68人(251人)

生活必需の移動目的 余暇的な移動目的

日用品
の買い物

通院
通勤・通学
サポート

日用品以外
の買い物

趣味・娯楽

希望する移動頻度と実際の移動頻度の差分

+17.7%

+16.6%

+21.6%

+11.2%

+5.5%

+0.9%

+8.6%

+16.3%

▲2.9%

+12.3%

▲10.0%

▲7.3%

▲2.9%

▲10.0%

▲9.3%

+63.9%

+39.3%

+35.5%

+50.7%

+26.5%

+74.3%

+68.1%

+49.3%

+32.9%

+36.7%

回答者属性

４．地域の住民に移動の自由を確保する「交通商社機能」の確立

8,621 

6,323 6,487 

3,843 
3,360 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

■中山間地A町における移動需要アンケート分析結果

■中山間地A町における町営バス利用者数

中山間地においてバス利用者は減少しているものの、住民の移動需要は存在している 17

中山間地における移動需要とモビリティサービスの調査結果

※デジタル庁調べ

※デジタル庁調べ
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自治体
（地域交通課）

民間バス会社

民間タクシー会社

自治体
（地域交通課）

自治体
（健康福祉関連課）

自治体
（地域交通課）

民間スタートアップ

運営主体

自治体
（地域交通課）

民間バス会社

民間タクシー会社

自治体
（健康福祉関連課）

民間スタートアップ

社会福祉協議会

車両保有者

民間タクシー会社

民間タクシー会社

地域住民
（ボランティア）

民間スタートアップ

社会福祉協議会

ドライバー

自治体
（地域交通課）

民間バス会社

通院支援サービス
（別途タクシー補助もあり）

自動運転車両
サービス

路線バス

タクシー

生活移動支援
サービス

デマンドタクシー

町営バス

路線バス

モビリティサービス主な移動目的

生
活
必
需
の
移
動
目
的

日用品
の買い物

通院

通勤・通学
サポート

日用品以外
の買い物

趣味・娯楽

余
暇
的
な
移
動
目
的

凡例：
自治体
(地域交通課)

民間事業者
自治体
(健康福祉関連課)

社会福祉協議会

地域住民

日用品
の買い物

通院
通勤・通学
サポート

日用品以外
の買い物

趣味・娯楽

民間タクシー会社

４．地域の住民に移動の自由を確保する「交通商社機能」の確立

移動目的に対してモビリティサービスが複数提供されており、サービスが分散している

■中山間地A町にモビリティサービスと運営主体

18

中山間地における移動需要とモビリティサービスの調査結果

※デジタル庁調べ
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需
要
の
把
握

配
車
手
配
・

運
行
調
整

デ
ー
タ
の
共
有

需給マッチング

需
要
創
出

街づくりとの連携
【教育・医療・介護な

ど】

サービス効率化

共通基盤

需要サイド供給サイド

交通事業者A
(路線バス)

交通事業者B
（住民向けデマンド交通）

交通事業者C
（自治体の福祉サービス）

交通事業者D
（エリアタクシー）

乗車

乗車

乗車

乗車

共通アプリ

「交通商社機能」

街づくり
施策 健康・未病 教育

子育て医療・介護

･･･
Well-Being評価利用状況の計測

人材育成 事例共有

モビリティハブ路車協調

･･･

交通
施策 スローモビリティ

協調制御

高齢者向け
健康体操コミュニティ等

子供向け
放課後 自然教室 

潜在需要顕在需要

高齢者の移動需要

子育て層の移動需要

潜在需要顕在需要

観光客の移動需要

潜在需要顕在需要

顕在需要

「交通商社機能」

供
給
側
の
課
題

需
要
側
の
課
題

・地域における移動需要の創出や集約
・最適なモビリティサービスの設計を一体的に提案し、

関係事業者にその実施を推奨
・移動需要の調査や新たな移動需要の企画
・モビリティサービスの効率化に共通に必要となるシステムやアプリ等の整備

４．地域の住民に移動の自由を確保する「交通商社機能」の確立

地域において「交通商社機能」を確立するための取り組みを支援していく 19

「交通商社機能」の考え方
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１．自動運転の実現に向けたこれまでの検討状況と検討体制

２．モビリティ･ロードマップ2025の概要

３．先行的事業化地域：ターゲットに合わせた各府省庁政策の集中的投入

４．地域の住民に移動の自由を確保する「交通商社機能」の確立

５．自動運転技術の実装に向けた支援策の整備

講演内容
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５．自動運転技術の実装に向けた支援策の整備
事故等が発生した場合の責任制度その他のAI時代における自動運転車の社会的ルールの課題と目指すべき姿



５．自動運転技術の実装に向けた支援策の整備
事故等が発生した場合の責任制度その他のAI時代における自動運転車の社会的ルールの課題と目指すべき姿

22
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